令和２年４月１日

契約課作成


　社会保険等未加入対策の取組みについて
　これまで社会保険等の未加入対策に取り組んできたところではありますが、令和２年４月１日施行された宮崎市工事請負契約約款（以下「約款」という。）の改正に伴い、さらに当該取組みを促進することとしましたので、ご承知おきください。

１　取組の内容
⑴　法定福利費を明示した請負代金内訳書の提出を義務化（約款第３条関係）
　　　受注者は、契約締結後１４日以内に、工事担当課に、工程表に加えて請負代金内訳書（以下「内訳書」という。）を提出しなければならないこととし、内訳書には健康保険、厚生年金保険及び雇用保険（以下「社会保険等」という。）に係る事業者負担分である法定の法定福利費を明示するものとします。
※入札時に提出する工事費内訳書と同内容を記載し、内訳表の欄外下に法定福利費を記入して提出してください。
⑵　一次下請負人に社会保険等への加入を義務づけ（約款第７条の２関係）
　　　下請契約を締結する建設工事において、受注者は、原則として、社会保険等未加入の建設業者を一次下請契約の相手方としてはならないこととし、工事担当課において、施工体制台帳により加入の有無を確認します。なお、工事担当課が、特別の事情（※）により社会保険等未加入の建設業者を下請契約の相手方とすることを認めた場合であっても、工事担当課が指定する期間内（概ね30日以内）に下請人が社会保険等の届出をした事実が確認できる書類を提出しなければなりません。
　　※「特別の事情」とは、災害等で緊急に工事を行う必要がある場合や特殊な技術、機器及び設備等を有することを必要とし、その技術等を有する者と下請契約をしなければ契約の目的を達成することができない場合をいい、「特別の事情」に該当するか否かの判断については、個別具体的に判断するものとします。
２　社会保険等未加入業者の定義
　　建設業許可を有する者で、次のいずれかの届出の義務を履行していないものをいいます。ただし、当該届出の義務がない者を除きます。

　⑴ 健康保険法第４８条の規定による届出

　⑵ 厚生年金保険法第２７条の規定による届出

⑶ 雇用保険法第７条の規定による届出
３　対象
　　令和２年４月１日以降に当初契約を締結する設計金額１３０万円超の建設工事

４　上記１⑵に違反したことによるペナルティ
　　周知期間を考慮し、令和２年１０月１日以降、違反した元請業者に対し、指名停止措置を行う場合がありますので、ご留意ください。

